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1.　序章
　青少年保護育成条例を明確に定義することは難しいが、一般的には「青少年の健全な育
成を図るため青少年を保護すること」を目的として各地方公共団体により制定されたもの
とされている1）。主に次の（1）、（2）を目的としたものが多い。（1）青少年に対する有害
環境の浄化により、間接的に青少年の健全育成に働きかけをすること。（2）青少年に対す
る有害行為それ自体を規制することにより、健全育成を阻害する行為から青少年を直接的
に保護すること。
　現在、長野県を除く全ての都道府県で青少年保護育成条例は制定されており、有害文書
図画等の販売等制限、有害文書図画等の自販機による販売制限、みだらな性行為及びわい
せつ行為の制限などは罰則規定が設けられている。
　健全育成というものが具体的にどのような内容なのかは曖昧であるにしても、青少年の
健全育成を支援するような法令があることは支持できる。青少年の健全育成は多くの人の
願う所ではある。では、青少年保護育成条例はこのような要望に適切に応えているのであ
ろうか。
　ノンフィクション作家の橋本健午は「青少年のために、子どものためにと言いながら
……親・大人が嫌なものは嫌だということですよね。子どもの意見なんて誰も聞いていな
いんです。だから嫌なものは嫌、悪いものは悪いというだけで、何がどう悪いのかなど全
然議論されないわけです。大人が決める『子どもにとってこうあるべき』を目指している
のです。」と述べている2）。青少年保護育成条例の内容や運用は橋本の述べる通り、「親・
大人が嫌なものは嫌だ」が優先しているという側面もある。その意味で、青少年保護育成
条例のイメージは大人の自己満足の結晶とも言える。
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　しかし、条例も法である以上、適切な内容を備え、運用される必要がある。その 1つの
例として、本稿では、青少年保護育成条例における淫行処罰規定を取り上げる。淫行規定
は、刑法解釈論上の問題と、刑事政策上の問題をともに含んでおり、検討の対象として適
切であると考える。
　以下では、まず、淫行規定と他の法令との関係を概観し（2）、淫行概念の明確性の問題
を検討する（3）。その後、政策的側面から、淫行規定の必要性について検討する（4、5）。
2.　淫行規定と他の法令との関係
　青少年保護育成条例の淫行規制の条文は「何人も、青少年に対し、淫行又はわいせつの
行為をしてはならない。」という形式によるものが多い。各条例の施行規則や手引による
と「淫行」とは、みだらな性行為のことで、健全な常識を有する一般社会人からみて、結
婚を前提としない、専ら情欲を満たすためにのみ行う不純とされる性交又は性交に類する
行為をいう。
　これと類似する規定として、青少年保護育成条例が成立する以前から存在している刑
法・児童福祉法・売春防止法を挙げることができる。以下、順に確認する。
　刑法 176条は強制わいせつに関する条文であり、「13歳以上の男女に対し、暴行又は脅
迫を用いてわいせつな行為をした者は、6月以上 10年以下の懲役に処する。13歳未満の
男女に対し、わいせつな行為をした者も、同様とする。」というものである。また、刑法
177条は強姦に関する条文であり、「暴行又は脅迫を用いて 13歳以上の女子を姦淫した者
は、強姦の罪とし、3年以上の有期懲役に処する。13歳未満の女子を姦淫した者も、同様
とする。」というものである。すなわち、13歳未満の男女に対するわいせつ、13歳未満の
女子に対する姦淫は手段を問わず（完全な合意がある場合でも）犯罪とするとともに、13
歳以上の男女に対するわいせつ又は 13歳以上の女子に対する姦淫は、暴行・脅迫を手段
とした場合を犯罪としている。
　次に児童福祉法 34条 1項は「何人も、次に掲げる行為をしてはならない。6号：児童
に淫行をさせる行為」と規定している。なお、ここでいう「児童」とは満 18歳に満たな
い者のことを指す（法 4条）。また、「児童に淫行をさせる行為」とは、児童の淫行を利用
する行為ないし児童の淫行を助長する行為をいい、児童に淫行を強制したり、勧誘して淫
行をするに至らしめる場合はもとより、児童の自発的意思に基づく場合でも直接間接に児
童に対して事実上の影響力を及ぼして児童が淫行をすることを助長し、促進する行為があ
れば足りると解されている3）。また、60条 1項は「34条第 1項第 6号の規定に違反した
者は、10年以下の懲役若しくは 300万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。」とい
う重い処罰を課している。しかし、「児童に淫行をさせる」とは自ら児童の淫行の相手方
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となる場合を含むとする説も有力であるが、犯人以外の第三者を相手方として淫行をさせ
る場合に限られるとされている4）。つまり、自ら淫行の相手となった場合は 34条 1項違
反にはならないのである。
　売春防止法 3条は「何人も、売春をし、又はその相手方となつてはならない。」と規定
しているが、相手方に対する刑事制裁はない。1999年には「児童買春、児童ポルノに係
る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」が制定され、同第 4条で「児童買春をし
た者は、5年以下の懲役又は 300万円以下の罰金に処する。」という罰則規定が設けられ
た。なお、ここでいう「児童」もまた 18歳に満たない者のことであり（法 2条 1項）、「児
童買春」とは、児童などに対償を供与し、又はその供与の約束をして、当該児童に対し、
性交等をすることをいう（法 2条 2項）。そのため、対償を供与せずに淫行を行った者を罰
することはできない。
　以上のように、刑法、児童福祉法、売春防止法、児童買春等処罰法では、13歳以上で、
暴行又は脅迫を用いず、自ら淫行の相手となり、金品その他の財産上の利益を与えること
なく、児童（青少年）の同意の上で、淫行がなされた時は相手方が専ら自己の性欲を満足
させる目的のみで淫行をしても処罰することができない。そこで若年妊娠、妊娠に伴う中
途退学、未婚の母、中絶の増加、若年妊娠と中絶経験の母体に及ぼす悪影響などから少女
を守るために淫行規定を導入すべきという声が上がったのである。さらに 1980年代後半
から少女の性を対象とした、デートクラブやテレホンクラブ等の男女間の交際を仲介する
新しい形態の性風俗産業が出現し、多くの少女が大人たちの性の対象となっているという
現実もある。
　淫行規制には全ての条例で罰則規定が設けられている。多くの条例は、2年以下の懲役
又は 100万以下の罰金という条例で定めることのできる最高刑を法定刑としている（地方
自治法 14条 3項）5）。
3.　「淫行」概念の明確性
　淫行規定については、かねてより、罪刑法定主義の要求する明確性の原則に反するので
はないかが問題となってきた。上述した通り、淫行とは「みだらな性行為のことで、健全
な常識を有する一般社会人からみて、結婚を前提としない、専ら情欲を満たすためにのみ
行う不純とされる性交又は性交に類する行為」とされている。この点の明確性が問題とな
る。仮に自分自身が 18歳以上で恋人が 18歳未満の時に後ろめたくなく性交渉ができるで
あろうか。
　この点が争われた福岡県青少年保護育成条例事件で、最高裁（最大判昭和 60年 10月 23日
刑集 39巻 6号 413頁）は、「淫行」を次のように解釈している。
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　（1）青少年を誘惑し、威迫し、欺罔し又は困惑させる等その心身の未成熟に乗じた不当
な手段により行う性交又は性交類似行為（＝一般的にいって性的行為に対する判断・同意
能力の劣るとされる青少年に対し、不当な手段を用いて性的な侵害行為に出るという点
で、青少年の健全な育成の阻害という点から社会通念上非難に値することが極めて明白で
ある性行為6））。
　（2）青少年を単に自己の性的欲望を満足させるための対象として扱っているとしか認め
られないような性交又は性交類似行為（＝（1）のような手段によらない場合であっても、
青少年を単に自己の性的欲望を満足させるためだけの対象物として扱うという点で、およ
そ青少年の心身の健全な育成への配慮の見られない、社会通念上非難に値することに異論
のないような性行為7））。
　条例の各規定の趣旨・文理等からこのように解釈することは通常の判断能力を有する一
般人の理解に適うと裁判所は判断したのである。しかし、一方で本判決には、次のような
反対意見も付されている。「淫行処罰規定による処罰の範囲は、……『誘惑し、威迫し、欺
罔し又は困惑させる等』の不当な手段により青少年との性交又は性交類似行為がなされた
場合に限られると解するのである。しかし、このような解釈は、『淫行』という文言の語
義からいつても無理を伴うもので、通常の判断能力を有する一般人の理解の及びえないも
のであり、『淫行』の意義の解釈の域を逸脱したものといわざるをえない。」とするも
の8）、あるいは、「愛情その他人格的結合を欠く場合といつてみても、その運用は極めて
微妙である。例えば、本条例にいう青少年を当初単に性的欲望を充たすための対象として
扱つているとしか認められないような性的交渉を重ねた後、結婚意思を生じたというよう
な場合、多数意見によれば果して処罰の対象となるのであろうか。……私は、そもそも右
のように愛情その他人格的結合の欠如を要件とし、あるいはまた、特定の動機、目的の存
在を『淫行』の違法性を示すための必要な要件とするならば、条例の規定それ自体にその
ことを明示すべきであり、そのことなくしてこれらの要件を右の『淫行』概念の中に取り
込んで理解するということは、やはり一般人の理解を超えるものと思う。」とするものが
これである9）。
　反対意見にもあるように「淫行」という言葉のみから裁判所の言う内容を通常の判断能
力を有する一般人が想定していると言い切るのは難しい。その意味で、多数の条例で用い
られる、「淫行」という文言のみによる刑事規制は、明確性原則に反するおそれがある。
　明確性の観点からは、次のような規制形式が注目される。例えば千葉県青少年健全育成
条例 20条は「何人も、青少年に対し、威迫し、欺き、又は困惑させる等青少年の心身の
未成熟に乗じた不当な手段によるほか単に自己の性的欲望を満足させるための対象として
扱つているとしか認められない性行為又はわいせつな行為をしてはならない。」とする規
定である。淫行規制に関して「淫行」、「みだらな性行為」という言葉だけでなく具体的な
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説明がある条例を持つのは千葉県・神奈川県・三重県・京都府・大阪府・山口県の 6つの
みであるが、明確性の観点からは、このような具体的な規定の方が望ましいといえよう。
4.　淫行規制の存在意義
　淫行規制は、以上のように、解釈論上の問題を有するが、それに加えて、淫行規制によ
る（刑事的）介入が必要なのか、その存在意義がさらに問題となる。
　4─1.　民法上の婚姻年齢との関係
　確かに、淫行規制は青少年の身体の保護が目的となっており、性交渉に望まない妊娠や
性病感染などのリスクがあることは明らかにされている。一般に青少年がその心身の未成
熟や発育程度の不均衡から、精神的に未だ十分に安定していないため、性行為等によって
精神的な痛手を受け易く、また、その痛手からの回復が困難となりがちであることを考え
ると、淫行規制に理由がないわけではない。
　しかし、我が国の法体系では、女子の婚姻可能年齢は 16歳以上とされている（民法 731
条）。婚姻可能と民法が定めている 16歳・17歳の女性についても、淫行規定によって保
護する必要がある、すなわち、性的な自己決定に関する判断力が欠けているとするのは、
法秩序の統一性の観点からは望ましいものではない。その限りで、18歳未満を一律で規
制する方法は、他の法領域と比較する限り、合理性に乏しいといわざるをえない。
　4─2.　「結婚を前提とした性交渉」という限定
　他方、施行規則において「結婚を前提としない性交渉」を規制対象としている条例も多
い。しかし、「結婚を前提としない性交渉」を違法と評価することは、実態と乖離してい
るおそれがある。現在、事実婚の形をとるカップルも増えており、民法が求めている婚姻
という形をとらないで夫婦生活を送っている人々も珍しくはなくなりつつある。逆に結婚
を前提としていても愛のない性交渉もありうる。さらに、「真摯な交際関係」なるものを
警察や裁判官が適切に判断することは、「法は家庭に入らない」の法格言とも矛盾しうる。
その限りで、このような限定にも理由がないといえる。
　4─3.　「青少年の欲求」との関係
　さらに、青少年側が、18歳以上の者に積極的に性交渉の働きかけを行った場合につい
ても、現行法では、淫行規定により処罰される可能性がある。次の事例を見てもらいた
い。
　【ケース 1】　私立高校の教師である X（43歳）はテレホンクラブで知り合った女子高校
246
生を近くのホテルに誘い、現金 2万円を払って、みだらな行為をした10）。
　【ケース 2】　中学校教師である Y（30歳）は元教え子である女子高校生をデートに誘
い、ホテルでみだらな行為をした。なお、Yと女子生徒は 2年前から交際しており、Yの
検挙時に女子生徒は「先生と離れたくない」と強く主張していた11）。
　ケース 1もケース 2も事情は大きく違うが、18歳未満の者との淫行を禁じた淫行処罰
規定に抵触してしまうのである。これは淫行処罰規定が包摂する範囲が広範であることに
よる。つまり、「淫行」の語義や内容が曖昧で不明確であるが故に 18歳未満と性交渉をし
た者なら、誰でも構わず犯罪者にしてしまうおそれのある規定なのである。少し大げさな
例のように思われるかもしれないが、17歳同士で付き合っていて、先に誕生日がきた方
が犯罪者になる可能性があり、また 17歳と 19歳の恋人同士のセックスでは 19歳の方が
「条例違反」となるおそれがあるということである。しかし、実際のところこのようなケ
ースは無罪となることが多い。
　1966年 6月、18歳 3か月の男性が 17歳 5か月の女性と「18歳未満であることを知り
ながら、肉体関係を結び、もって淫行をした」として北海道旭川家庭裁判所に送致され
た。裁判所（旭川家決昭和 41年 7月 28日家庭裁判月報 19巻 1号 81頁）は、「少年は……ほとん
ど初対面に近い 18歳未満の A子と一夜の関係を結んだことが認められるが、これはすで
に性交の経験もある A子が内々少年と関係する意図で深夜少年の寝室を訪れ、自ら衣服
を脱いで少年の布団にもぐり込むという積極的な態度に出たことによるものであつて、か
かる場合にまで青少年保護育成条例第の罰則を適用することは相当でないというべきであ
る。……本件のように青少年自身が自己の性的欲求から自発的に積極的な態度に出て、相
手方と対等あるいはそれ以上の関係において性行為を行なつたような場合には、その相手
方はたとえ、18歳未満の者を相手に性行為をしたとしても前記条例の構成要件にはあた
らないものと解すべきである。」として審判不開始とした。
　本件の場合は両者の年齢が近いこともあり、裁判所も「相手方と対等あるいはそれ以上
の関係」であって、青少年側が積極的に性交渉を望んだ場合は構成要件に該当しないと判
断を下している。逆に考えると男性側が 40歳代で A子の家庭教師であったという場合
は、仮に A子が積極的な態度に出たとしても「相手方と対等あるいはそれ以上の関係」
と言い切ることは難しいため男性側は処罰される可能性が高いということである。このよ
うなアンバランスを正当化する論理は、年長者が 18歳未満の者に性行為を求められた際
は諌めるべきであるという倫理に求められるであろうが、倫理を理由とした規制には合理
性はないであろう。
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5.　 青少年保護育成条例の適切な運用に向けて─様々なケースに対応し
ていく柔軟性
　青少年に対する淫行を「暴行、脅迫、心神喪失、抗拒不能」を必要とせず罰することの
できる青少年保護育成条例は適切な運用が求められる。例えば、強姦罪が成立する可能性
があるにも関わらず、確実に成立させやすい淫行処罰規定を適用し、「強姦」が「淫行」
にすり替わってしまうことがないようにしなければならない12）。また、18歳未満の者と
の性行為があったからといって、性行為の相手方を機械的に裁判所送りにするべきではな
く、きちんと両者から話を訊く機会を設けることが重要である。ただし、その際、被害者
となった青少年が取調べや裁判過程で「セカンドレイプ」を受けないシステムを確立する
ことが重要となってくる。加害者から性的暴行を受けた被害者が、その取調べや裁判過程
でプライバシーを暴かれ、男性の論理や発想、常識にさらされ、2度目の精神的レイプを
受けることは絶対に防がなくてはならない。成人女性ですら性交渉の具体的内容を問われ
自ら話すことに抵抗があるのだから、青少年にとっても性に関する個人的なことを問われ
話すことは大きな苦痛となろう。青少年が自らの性経験などを配慮されない状況で語るこ
とになるのは、（同じく青少年保護育成条例で規制されている）有害図書等を読むことよ
りも大きな影響が出るのではなかろうか。18歳未満の者の性的意思を専門のカウンセラ
ーなどが正確に把握した上で、問題とされた行為が、その青少年にとって性的自己決定に
対する犯罪行為であったかどうかを判断すべきなのである。
　また、性の多様化に伴い、男性が性的被害を受けるケースも見られている。刑法の強姦
罪は女性のみを保護対象にしているが、青少年保護育成条例に性別区分はない。しかし、
「男性が性的被害者になることはない」、「仮にあったとしても抵抗できるであろう」とい
う社会からの偏見は強く、また「性的被害にあったとは言いたくない」と思っている男性
も多いであろう。取調べを行う警察や裁判を行う側にこのような偏見があっては青少年を
適切に保護することはできない。同性愛が受け入れつつある状況で、男性が男性に淫行さ
れた・女性が女性に淫行されたというケースが出てきても何ら不思議ではない。このよう
な性の多様化にも柔軟に対応していくことが求められている。
　さらにここで注目したいのは、青少年が大人と行う性交渉は金目当てに限らないという
点である。宮台真司によると「①多くの男性と知り合いたい、もっと社会を知りたいとい
うコミュニケーション願望（均質な学校的空間とは別の空間と繋がりたい）。②自分がた
だの劣等生やダサい優等生じゃないことを確かめたいという変身願望。③厳しすぎる親や
構ってくれない恋人に対して『ざまあみろ』と反発したい心理的反抗願望。④街を居場所
にするのに必要なカラオケボックス代やクラブ代や、街の仲間に溶け込むためのコスチュ
ーム代を稼ぐタイプ（学校化された家・学校・地域から脱出して第 4の空間とも言えるス
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トリートで学校的評価を振り捨てたい）。⑤家や学校のむしゃくしゃや心の隙間を衝動買
いの継続で埋め合わせるタイプ」など様々な理由がある13）。根本的な原因に対応すること
なく、青少年の性交渉の相手だけを罰しても「青少年の健全育成」に何らの効果もないの
ではなかろうか。青少年の本音を適切に聞いてくれる機関や団体の設立、或いは支援が重
要となってくるであろう。
6.　終わりに
　最初にも述べたが、青少年保護育成条例の存在自体には意義があると考えている。青少
年保護育成条例は無い方が良いとは思っていない。しかし、青少年保護条例の淫行規定に
は条文にも運用にも様々な問題点があることが分かった。問題点に関する意見は各論点で
述べたのでここでは割愛する。重要なのは青少年保護育成条例を適切に運用しつつ、健全
育成に繋がる環境整備を積極的に進めていくことであると考える。
　ここで強調しておきたいのは「青少年保護条例があるから大丈夫だろう」と満足して子
どもに適した環境整備が遅れていることである。青少年育成国民会議副会長の上村文三は
「親や社会も酒ぐらいいいではないか、或いは喫煙ぐらいも止むを得ないではないかとい
うような感覚に緩んできた。つまり青少年の行為も、それに対する親や社会の判断基準も
どんどん緩んできたという状況が、非行増加の問題と関連して考えると、たいへんに深刻
な問題ではないか。」また、「自分の子どもさえ事故を起こさないで無難に育っていけばい
いではないかというような親の意識が非常に強い。従って、よその子どもに対する関心と
いうか、一般的な青少年の問題に対してもなかなか関心が盛り上がらないというような問
題がある。」と指摘している14）。大人は青少年に関わる事柄について過剰に反応している
ようで実は周りが見えていないのではなかろうか。
　まず、環境整備の一歩として「未熟な青少年を大人が守らねば」という使命感に燃える
大人が変わらなければならない。立教大学名誉教授の栗原彬が興味深い意見を述べている
ので紹介したい。「ポルノだったらポルノを青少年が見るということ自体が悪いというの
ではないと思うのです。大人がこっそり見ていて、子どもに見るなという、問題はその大
人の虚偽の方にある。別にポルノの問題に限らないので、ある情報を少なく与えたほうが
いいとか、ある特定の人生の段階でこういう情報をたくさん与えたほうがいいというよう
なことはもちろんある。しかし、もっと基本的には大人の虚偽ということがあるのではな
いでしょうか。重要な他者であるべき大人の虚偽に直面した場合にその子どもが破綻して
いくのではないか。」という意見である15）。また、警視庁世田谷少年センターケースワー
カーを務め、現在は家庭ケースワーク研究所長の岩佐壽夫は「大人の持っている建前と本
音というか、矛盾みたいなものを、子どもたちは見事に見抜いているような気がする。」
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と述べている16）。大人は「嘘をついてはならない」と子どもに言うが、大人の世界は残念
ながら嘘に塗れている。子どもに「エッチな本を読んではならない」と忠告する父親は果
たして未成年の時に親に隠れてこっそりそのような本を読んだことはないと自信を持って
言い切れるのであろうか。子どもに「容易に性交渉はしてはいけません」と指導する立場
にある教師が援助交際をしているという報道も後を絶たない。子どもを「未熟な存在」と
とらえるのではなく、「自分たちと（部分的には）対等な存在」ととらえ、その尊厳を尊
重することを前提に、必要な方策を探っていく必要がある。
　その一つの方策として、性教育の充実を挙げることができる。性教育はむしろ性体験年
齢を遅らせ、思春期の子どもたちの妊娠・中絶・出産を少なくする効果の方が大きいとい
う結果が出ている17）。子どもたちに適切な情報を提供し、性の自己決定を援助していくこ
とで、むしろ自分にふさわしい性のあり方を選択していくことができるのである。しか
し、「子どもを性的なものから守りたい」と大人が強く望んでいる一方で、性交渉を体験
した高校生の割合は日本性教育協会の調査（2011年）によれば男子 15.0％、女子 23.6％
という結果が出ている。大人たちの願いとは裏腹にこれだけの子どもたちがすでにセック
スを経験しているのである。一方で日本家族計画協会の調査（2010年）によると、「避妊
方法の情報源」を問う質問に対して、16歳～19歳の男女の約 7割が「学校の授業で知っ
た」と回答している。上述したように約 7割の青少年が「避妊方法」について「学校で知
った」と回答しているが、残りの 3割は友だちやマスメディア、インターネットなどから
情報を得ており、中には「意識せず自然と身についた」「学んだことはない」という回答
も見られる。条例があれば子どもを「悪質な性行為」から守ることができるわけではな
い。無知ほど危険な状態はないであろう。子どもたちの性の自己決定権を認めた上で、そ
の権利行使を支援していくような性教育が拡充することを期待したいところであるが、そ
の具体的展開についての検討は今後の課題である。
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